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はじめに 

 

「鉄軌道輸送の安全にかかわる情報」は、平成１８年１０月１日に施行された「運輸の安全

性の向上のための鉄道事業法等の一部を改正する法律」（平成１８年法律第１９号）により新

たに加えられた鉄道事業法第１９条の３（軌道法第２６条において準用する場合を含む。）の

規定に基づき、国土交通省が毎年度整理し、公表しているものです。 

 

 この情報の公表により、鉄軌道事業者の安全の確保に対する意識が高まるとともに、鉄道

の利用者や沿線住民等の安全利用等に関する理解が促進されるよう期待しています。 
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１ 鉄軌道輸送の安全にかかわる国の取組み 

 

(1) 基本的考え方 

人や物を大量、高速、かつ、定時に輸送できる鉄軌道は、国民生活に欠くことのできない

交通手段です。 

鉄軌道輸送においては、一たび事故が発生すると、多数の死傷者が発生したり、利用者

の利便に重大な支障を来すなど、甚大な被害を生ずるおそれがあります。 

このため、安全対策を総合的に推進し、国民が安心して利用できる安全な鉄道とする必

要があります。 

 

(2) 交通安全基本計画 

国では「第９次交通安全基本計画」1（計画期間は、平成２３～２７年度）を定め、その中で

鉄道交通の安全に関する数値目標を掲げています。この計画に基づき、国土交通省など関

係機関では毎年度、交通安全業務計画を定めています。 
 

①数値目標 

「第９次交通安全基本計画」における鉄道交通の安全に関する数値目標は、次のとおりで

す。国及び鉄軌道事業者、国民の理解と協力の下、諸施策を総合的かつ積極的に推進す

ることにより、その達成を目指しています。 
 

○乗客の死者数ゼロ及び運転事故全体の死者数減少 

鉄軌道における運転事故2は、長期的には減少傾向にありますが、平成１７年４月には乗

客１０６名が死亡するＪＲ西日本福知山線列車脱線事故が発生し、社会に大きな衝撃を与え

ました。その後、平成１８年から平成２３年まで６年連続して乗客の死者数がゼロとなっており、

今後もこれを継続することを目指します。 

また、運転事故全体の死者数についても、その減少を目指します。 

○踏切事故件数の約１割削減（平成２７年までに平成２２年と比較して） 

踏切事故は長期的には減少傾向にありますが、２．３に記述するように踏切事故は平成

２３年度においても鉄軌道運転事故の３８．２％を占め、また、改良すべき踏切道もなお残さ

れています。このような現状を踏まえ、踏切事故件数を平成２７年までに平成２２年と比較し

て約１割削減することを目指します。

                                         
1
 中央交通安全対策会議「第９次交通安全基本計画」（平成２３～２７年度の５箇年計画） 

http://www8.cao.go.jp/koutu/kihon/keikaku9/index.html を御覧ください。 
2
 列車又は車両の運転中における事故を「運転事故」といい、これが発生したとき、鉄軌道事業者は鉄道

事業法第１９条等に基づき国へ報告します。 
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②国土交通省交通安全業務計画 

「第９次交通安全基本計画」に基づいて国土交通省が定めた「平成２４年度国土交通省交

通安全業務計画」3では、鉄道交通の安全に関して講ずべき施策等が、次表の項目につい

て定められています。  

 

表１：平成２４年度において鉄道交通の安全に関し講ずべき施策等 

区分 施策項目 

鉄道交通環境の整備 
○鉄道施設等の安全性の向上 

○運転保安設備等の整備 

鉄道交通の安全に関する知識の

普及 

○利用者等への安全に関する正しい知識の浸透 

鉄道の安全な運行の確保 

○運転士の資質の保持 

○リスク情報の分析・活用 

○気象情報等の充実 

○鉄道事業者に対する保安監査等の実施 

○大規模な事故･等が発生した場合の適切な対応 

鉄道車両の安全性の確保 
○鉄道車両の構造・装置に関する保安上の技術基準の見直

し 

救助・救急活動の充実 ○防災訓練の充実や関係機関との連携・協力体制の強化 

被害者支援の推進 
○公共交通事故被害者等への支援体制の整備 

○事業者における支援計画作成の促進 

鉄道事故等の原因究明と再発防 

止 

○事故等調査技術の向上に努め、過去の事故等調査結果を

公表するなど、事故等の防止に対する啓発活動を行う 

研究開発及び調査研究の充実 ○鉄道の安全性向上に関する研究開発の推進 

踏切道における交通の安全 

○踏切道の立体交差化、構造の改良及び歩行者等立体横

断施設の整備の促進 

○踏切保安設備の整備 

○踏切道の統廃合の促進 

○その他踏切道の交通の安全と円滑化を図るための措置 

                                         
3
 「平成２４年度国土交通省交通安全業務計画」については、 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/safety/sosei_safety_tk1_000003.html を御覧ください。 
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(3) 鉄道交通における安全対策 

平成２０年６月１９日に交通政策審議会陸上交通分科会鉄道部会において、提言「環境

新時代を切り拓く、鉄道の未来像－鉄道がつなぐ、エコフレンドリーな生活圏の創造－」4がと

りまとめられました。この中では、安全で安定した鉄道輸送の実現に関して、過去に発生した

重大な運転事故や鉄道運転事故件数等の現状を踏まえ、「施設の改良や利用者等との協

力による事故防止対策」、「事故情報及びリスク情報の分析・活用」などについて提言されて

います。国土交通省では、この提言にあるものも含め、様々な安全対策を推進しています。 

 

○踏切道の除却・改良 

「踏切道改良促進法」及び「第９次交通安全基本計画」に基づき、立体交差化、構造改良、

横断歩道橋等の歩行者等立体横断施設の整備、踏切遮断機や警報機等の踏切保安設備

の整備等を推進し、踏切事故の防止に努めています。平成２３年度には、４２の踏切道が立体交差化

により除却されたほか、７４の踏切道に踏切遮断機や警報機が設置されました5。 

 

      

 

 

 

 

 

図１：踏切遮断機・警報機の整備 

 

○ホームの安全対策 

利用者がホームから転落した場合等の安全対策として、列車の速度が高く、運転本数の

多いホーム6について、非常停止押しボタン又は転落検知マットの設置及びホーム下の待避

スペース等を整備するよう指導しています。平成２３年度には、新たに５１駅において非常停

止押しボタン又は転落検知マットの整備が完了し、対象２，０７２駅のうち１，９８０駅（９５．６％）

に整備されています。 

鉄道駅のプラットホームにおいて、視覚障害者等をはじめとする全ての駅利用者に

とって線路への転落等を防止するために効果が高いホームドアの整備を促進しており、

                                         
4
 http://www.mlit.go.jp/report/press/tetsudo01_hh_000012.html を御覧ください。 

5
 「７．１ 踏切保安設備の整備状況」を参考にしてください。 

6
 「列車の速度が高く、運転本数の多いホーム」とは、ホームへの列車の進入速度が概ね６０ｋｍ／ｈ以上、

かつ１時間あたり概ね１２本以上の列車が通過又は停車するホームのことです。 
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平成２３年８月の「ホームドアの整備促進等に関する検討会」中間とりまとめを踏まえ、利用者

数が１０万人以上の駅におけるホームドア等の優先的な整備や新しいホームドアの技術開

発とともに、視覚障害者等への利用者の声かけ等のソフト対策と合わせて、総合的な転落等

の防止対策を進めています。 

（平成２４年３月３１日現在の設置駅：５１９駅） 

 

        

    図２：可動式ホーム柵      図３：非常停止押しボタン 

 

○重大な事故を契機とした安全対策 

平成１７年４月に発生したＪＲ西日本福知山線列車脱線事故等を契機として、曲線部等に

おける速度制限機能付き自動列車停止装置（ＡＴＳ）等、運転士異常時列車停止装置、運

転状況記録装置等の設置を新たに義務づけるため、「鉄道に関する技術上の基準を定める

省令」等の一部改正を行い、平成１８年７月に施行しました。平成２４年３月末時点における

各装置の整備率は、曲線部への速度制限機能付き自動列車停止装置（ＡＴＳ）等が９７％、

運転士異常時列車停止装置が９４％、運転状況記録装置が８５％などとなっています7。 

また、同事故に係る事故調査結果に基づく平成１９年６月の航空・鉄道事故調査委員会か

ら国土交通大臣への建議・所見を受け、同年９月には、インシデント（運転事故が発生する

おそれがあると認められる事態）8等の把握及び活用方法の改善、列車無線による交信の制

限等を鉄軌道事業者に指導しています。また、平成２０年１月には、車両の衝突安全性に関

するこれまでの研究成果を取りまとめ、鉄軌道事業者に情報提供しています。 

平成１７年１２月に発生したＪＲ東日本羽越線列車脱線事故を受け、「鉄道強風対策協議

会」を設置し、鉄道における気象観測、運転規制、防風対策のあり方など、強風対策につい

てソフト・ハードの両面から検討を進めています。具体的には、当該事故以降全国の鉄軌道

事業者において、風速計を７３３箇所新設し、同協議会において「風観測の手引き」、「防風

設備の手引き」を作成するなど、風の観測体制の一層の強化を進めてきています。 

                                         
7
 「７．３ 技術基準改正に伴う施設等の整備状況」を参考にしてください。 

8
 鉄道事業法第１９条の２等に基づき鉄軌道事業者が国へ報告します。 
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○鉄軌道事業者への支援 

経営基盤の脆弱な地域鉄道事業者9の安全性を確保する観点から、輸送の安全を確保す

るために行う設備の整備に対して、「地域公共交通確保維持改善事業費補助金」により支援

を行っております。 

平成２３年度は、ＡＴＳの新設・更新や重軌条化等について、４，７１７百万円の補助を行い

ました。 

 

                                         
9
 一般に、新幹線、在来幹線、都市鉄道に該当する路線以外の鉄道路線のことを地域鉄道といい、その

運営主体は、ＪＲ、一部の大手民鉄、中小民鉄及び旧国鉄の特定地方交通線や整備新幹線の並行在

来線などを引き継いだ第三セクターです。これらのうち、中小民鉄（５０事業者）及び第三セクター（４２事

業者）を合わせて地域鉄道事業者（９２事業者）と呼んでいます。 

  詳しくは、http://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_tk5_000002.html  を御覧ください。 
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２ 運転事故に関する事項 

 

２．１ 鉄軌道における運転事故の発生状況等 

 

(1) 運転事故の件数及び死傷者数の推移 

 

○鉄軌道における運転事故は、長期的には減少傾向にあり、平成１３年度からは８００件台

で推移しています。平成２３年度に発生した運転事故は、８６７件で対前年度５件（０．６％）

減でした。 

○平成２３年度に発生した運転事故による死亡者数は、３１４人で対前年度３９人（１１．０％）

減でした。運転事故による死亡者数は、近年ほぼ横ばいとなっています。 

○また、運転事故による死傷者数は、７８０人で対前年度７０人（９．９％）増でした。この中に

は、２．１（4）に記載する重大事故の負傷者９９人が含まれています。運転事故による死傷

者数は、件数と同様に長期的には減少傾向にありますが、ＪＲ西日本福知山線列車脱線

事故があった平成１７年度の死傷者数が１，３９７人であるなど、甚大な人的被害を生じた

運転事故があった年度の死傷者数は多くなっています。 

○なお、自殺を直接原因とするものは運転事故に該当しませんが、一部に自殺かそうでな

いか判別できないものがあり、それが踏切障害事故、人身障害事故等として国へ報告さ

れていると見られます。 

 

図４：運転事故の件数及び死傷者数の推移 
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(2) 列車走行百万キロ当たりの運転事故件数の推移 

 
 

○列車走行百万キロ当たりの運転事故件数は、運転事故件数と同様に長期的には減少傾

向にありますが、平成１３年度からは０．６件台で推移しており、平成２３年度は０．６５件で

した。 

 

図５：列車走行百万キロ当たりの運転事故件数の推移 
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(3) 運転事故の種類別の件数及び死傷者数 

 

○平成２３年度に発生した運転事故の内訳は、線路内やホーム上での列車との接触などの

人身障害事故10が４３２件（４９．２％）で対前年度３１件（６．７％）減、踏切道における列車

と自動車との衝突などの踏切障害事故が３２９件（３７．９％）で同２８件（９．３％）増、路面

電車と自動車との道路上での接触などの道路障害事故が９０件（１０．４％）で対前年度

１件（１．１％）減となっています。列車事故11は１３件（１．５％）で対前年度１件（７．１％）減

でした。 

○身体障害者の方が死傷した運転事故は、１０件（視覚障害者の方が死傷した事故が５件、

肢体不自由の方が死傷した事故が５件）でした。 

○平成２３年度に発生した運転事故による死亡者数は、（1）に記述したとおり３１４人であり、

その内訳は、人身障害事故によるものが１９５人（６２．１％）で対前年度３９人（１６．７％）減、

踏切障害事故によるものが１１９人（３７．９％）で同２人（１．７％）増となっています。 

○平成２３年度に発生した踏切事故12は、踏切障害事故３２９件のほかに、踏切障害に伴う

列車脱線事故が２件あったので、３３１件（３８．２％）でした。 

 
図６：運転事故の種類別の件数及び死傷者数（平成２３年度） 

 

                          ① 件  数                        ② 死亡者数 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                         
10

 ２．１(1)に記述したように、自殺を直接原因とするものは人身障害事故に該当しませんが、一部に自

殺かそうでないか判別できないものがあり、それが人身障害事故として国へ報告されていると見られま

す。運転事故の種類については、後掲の「用語の説明」を御覧ください。 
11 「列車事故」は、列車衝突事故（軌道における車両衝突事故を含む。）、列車脱線事故（軌道における

車両脱線事故を含む。）及び列車火災事故（軌道における車両火災事故を含む。）の総称です。 
12

 踏切道における列車と自動車の衝突であっても、それが列車衝突事故、列車脱線事故又は列車火災

事故に至った運転事故は、踏切障害事故ではなく列車衝突事故等に分類されます。「踏切事故」は、こ

のような踏切障害に伴う列車衝突事故等及び踏切障害事故の総称です。 
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314人
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           ③ 負傷者数                      ④ 死傷者数 
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(4) 平成２３年度における重大事故の発生状況等 

 

○平成２３年度の重大事故（死傷者１０人以上又は脱線車両１０両以上）は、３件ありました。 

 

表２：重大事故の発生状況等（平成２３年度） 

 

年 

月日 
事業者 場 所 

事故

種類

死

亡

負

傷

脱線

両数
概 要 

H23 

5.27 

ＪＲ 

北海道 

石勝
せきしょう

線 

清風山
せ い ふ う ざ ん

信号場
しんごうじ ょう

構内

（北海道勇払
ゆ う ふ つ

郡

占冠村
しむかっぷむら

） 

列車

脱線
0 79 2 

特急スーパーおおぞら１４号が脱

線 して第１ニニウトンネル（全 長

６８５ｍ）内に停止し、列車火災が発

生した。乗客２４５人と乗務員４人

は、徒歩で避難した。(運輸安全委

員会が調査中) 

H24 

2. 4 

長崎電

気軌道 

大浦支線 

市民病院前停留場

～大浦海岸通停留

場間 

（長崎県長崎市） 

道路

障害
0 10 - 

路面電車が走行中、約２０ｍ前方

の軌道敷内に右後部を残して停止

している自動車を発見し、ブレーキ

を使用したが衝突した。衝突された

自動車は前に押し出され、前方に

停止していた自動車に衝突した。 

(運輸安全委員会が調査中) 

H24 

2.17 

ＪＲ 

西日本 

山陽線 

西明石駅構内 

（兵庫県明石市） 

鉄道

人身

障害

0 10 - 

特急スーパーはくと１０号が、構

内通路を横断するトラックと衝突し、

約４００ｍ行き過ぎて停止した。 (運

輸安全委員会が調査中) 

 

○なお、運輸安全委員会の調査対象となった運転事故13は、平成２３年度発生した運転事

故８６６件のうち１４件（１．６％）でした。 

                                         
13

 運輸安全委員会が調査対象とする運転事故は、鉄道における列車衝突事故 列車脱線事故及び列

車火災事故、その他の運転事故であって、５人以上の死傷者を生じたもの、乗客、乗務員等に死亡者

を生じたもの等です。詳しくは、http://www.mlit.go.jp/jtsb/index.html を御覧ください。 
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２．２ 列車事故の発生状況 

 

○平成２３年度に発生した列車事故は、２．１(3)に記述したとおり運転事故全体の１．５％に

当たる１３件で対前年度１件（７．１％）減でした。列車事故による死亡者数はありませんで

したが、負傷者数は８４人で７６人増でした。この中には、２．１（４）に記述した平成２３年

５月２７日の JR 北海道石勝線列車脱線事故による負傷者７９人が含まれています。 

○列車事故は、長期的には減少傾向にあり、平成１８年度からは１０件台で推移していま

す。 

 

 

図７：列車事故の件数及び死傷者数の推移 

 

 

3 2 6 9 12 9 6 12 2 4

49

6 2 3 3 4 1 2 6 5 7 3 7

112

2 1

57

143

220

319

459

70

208

155

268

127

977

475

43
76

30

77

250

41
89

44

190

80
59 56

627

135

3 9

52
8

84

54

66

84

55

55

43
45

44

61

44

48

43

31

51

39
35

32 31 32
35

23

23
24

39

28

19
17 17

10

14 13

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

0

200

400

600

800

1,000

1,200

S56 58 60 62 H1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23

（列車事故件数）（死傷者数）

（年度）

死亡者（人）

負傷者（人）

列車事故件数（件）



  

13 

２．３ 踏切事故の発生状況 
 

(1) 踏切事故の件数及び死傷者数の推移等 
 

○平成２３年度に発生した踏切事故14は、２．１(３)に記述したとおり運転事故全体の３８．２％

に当たる３３１件で対前年度２８件（９．２％）増、踏切事故による死亡者数は１１９人で同１人

（０．８％）増、死傷者数は２１２人で同２０人（１０．４％）増でした。 

○身体障害者の方が死傷した踏切事故は、２件（肢体不自由の方が第１種踏切道で死亡し

た事故が２件）でした。 
 

図８：踏切事故の件数及び死傷者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 踏切種別別・衝撃物別・原因別及び関係者年齢別の踏切事故件数等 

 

○平 成 ２３年 度 に発 生 した踏 切 事 故 ３３１件 の踏 切 種 別 別 の内 訳 は、第 １種 踏 切

道２７７件 （８３．７％）、第３種踏切道１１件（３．３％）、第４種踏切道４３件（１３．０％）とな

っています。 

○衝撃物別の内訳は、自動車１６７件（５０．５％）、二輪２７件（８．２％）、自転車などの軽車

両３６件（１０．９％）、歩行者１０１件（３０．５％）となっています。 

○原因別の内訳は、直前横断１７２件（５２．０％）、落輪・エンスト・停滞１０１件（３０．５％）、

側面衝撃・限界支障４３件（１３．０％）、その他１５件（４．５％）となっています。 

                                         
14

 脚注 12 を御覧ください。 
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図９：踏切種別、衝撃物別、原因別及び関係者年齢別の踏切事故件数（平成２３年度） 
                           

① 踏切種別別                      ② 衝撃物別 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

③ 原因別                       ④ 関係者年齢別 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

側面衝撃・限界支障：自動車等が通過中の列車の側面に衝突したもの及び自動車等が列車と接触する限界

を誤って支障し停止していたため、列車が接触したもの 

停滞・落輪・エンスト：自動車等が落輪、エンスト、踏切道を通過する前に出口側の遮断機が降下し、自動車

が踏切道内に停滞して列車が接触したもの 

関 係 者 年 齢：歩行者等の年齢（自動車等にあっては、運転者の年齢） 
 

○平成１９～２３年度の５箇年における踏切道１００箇所１年当たりの踏切事故件数は、第３

種踏切道が１．４３件、第４種踏切道が１．５７件であり、これらと比較すると一般的には道

路の交通量若しくは列車の本数が多く、又は列車の速度が高い傾向にある第１種踏切道

の０．８９件より高くなっています。特に、自動車の直前横断による踏切事故は、第３種踏

切道が０．８１件、第４種踏切道が０．７８件であり、第１種踏切道の０．１１件よりも高くなっ

ています。 

0～9歳

3件 0.9%

10歳代

24件 7.3%

20歳代

23件 6.9%

30歳代

32件 9.7%

40歳代

33件

10.0%

50歳代

38件

11.5%

60歳代

80件

24.2%

70歳代

60件

18.1%

80歳以上

34件

10.3%

年齢不明

4件 1.2%

件 数

331件

自動車

167件

50.5%

二輪

27件

8.2%

軽車両

36件

10.9%

歩行者

101件

30.5%

件 数

331件

第１種

踏切道

277件

83.7%

第３種

踏切道

11件

3.3%

第４種

踏切道

43件

13.0%

件 数

331件

直前横断

172件

52.0%停滞・落

輪・エンス

ト

101件

30.5%

側面衝

突・限界

支障

43件

13.0%

その他

15件 4.5%

件 数

331件



  

15 

図１０：踏切種別別の衝撃物別・原因別の踏切事故件数等（平成１９～２３年度） 
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9件 3.4% 〔0.05〕側面衝突・限界支障

14件 5.4% 〔0.08〕

その他

2件 0.8%

〔0.01〕

直前横断

17件 6.5%

〔0.10〕

直前横断

53件 20.3%

〔0.32〕

側面衝突・限界支障

4件 1.5% 〔0.02〕

その他

2件 0.8% 〔0.01〕 直前横断

26件 10.0%

〔0.16〕

側面衝突・限界支障

2件 0.8% 〔0.01〕
その他

2件 0.8% 〔0.01〕

件 数

261件

〔1.57〕

① 第１種踏切道（踏切道数 29,988） 

③ 第４種踏切道（踏切道数 3,138） 

② 第３種踏切道（踏切道数 841） 

注１：踏切道数は、平成２４年３月末のものである。 

注２：〔 〕内の数値は、それぞれの種別の踏切道   

   １００箇所１年間当たりの踏切事故件数である。 

（「平成１９～２３年度の５年間に発生した踏切事故 

件数」を「平成１９～２３の各年度末の踏切道数の 

和」で除して得た数値に、１００を乗じて得た数値） 
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２．４ 人身障害事故の発生状況 
 

(1) 人身障害事故の件数及び死傷者数の推移等 

 

○平成２３年度に発生した人身障害事故15は、２．１(3)に記述したとおり運転事故全体の

４９．９％に当たる４３２件で対前年度３１件（６．７％）減、人身障害事故による死亡者

は１９５人で同３９人（１６．７％）減、死傷者は４４５人で同２４人（５．１％）減でした。 

○運転事故が長期的に減少傾向にある中で、人身障害事故は平成１４年度から増加傾向

にあります。 

○身体障害者の方が死傷した人身障害事故は８件（視覚障害者の方が死傷した事故が

５件、肢体不自由の方が死傷した事故が３件）でした。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 原因等別の人身障害事故件数等 

 

○人身障害事故の原因等別の内訳は、公衆等が無断で線路内に立ち入る等して列車と接

触したもの（線路内への無断立入り等での触車）が２０７件（４７．９％）で対前年度２１件

（９．２％）減、これによる死亡者数は１６２人で同２７人（１４．３％）減でした。「線路内への無

断立入り等での触車」については、２．１(１）に記述した自殺かそうでないか判別できない

まま人身障害事故として国へ報告されているもの比較的多くを含んでいると見られます。 

                                         
15

 脚注 10 を御覧ください。 

図１１：人身障害事故の件数及び死傷者数の推移 
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○旅客等がプラットホームから転落したことにより列車と接触したもの（ホームから転落して触

車）は６１件（１４．１％）で対前年度３件（４．７％）減、これによる死亡者数は１９人で同８人

（２９．６％）減でした。 

○プラットホーム上で列車と接触したもの（ホーム上で触車）は１４８件（３４．３％）で対前年

度１２件（７．５％）減、これによる死亡者数は１２人で同３人（２０．０％）減でした。 

○乗降口の扉に手を挟んだまま列車が出発して旅客が負傷したものなど鉄道係員の取扱

い等によるもの（戸挟み発車等）は１０件で対前年度５件増でした。 
 

図１２：原因等別の人身障害事故の件数及び死傷者数（平成２３年度） 
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○「ホームから転落して触車」と「ホーム上で触車」を合わせた「ホームでの触車」は２０９件で

人身障害事故件数の４８．４％を占め、このうち１２２件（５８．４％）が酔客に係るものでし

た。 
 

図１３：原因等別の人身障害事故件数の推移 

 
 

図１４：人身障害事故による死傷者の年齢別人数 
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２．５ 事業者区分別の運転事故件数 

 

○事業者区分別の運転事故件数は、表３のとおりです。 

 

表３：事業者区分別の運転事故件数（平成２３年度） 
                                                           （件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１  「大手民鉄」は、東京地下鉄（株）を除く１５社です。 

※２  「公営地下鉄等」は、東京地下鉄（株）を含みます。 

※３  「中小鉄道」は、準大手鉄道事業者を含みます。 

※４  「地域鉄道」は、脚注 9 をご覧下さい。 

 

 

 

　　　　　　　　事故種類

事業者区分

列車
衝突

列車
脱線

列車
火災

踏切
障害

道路
障害

人身
障害

物損 合計
列車走行
百万ｷﾛ当
たりの件数

列車走行
キロ

(百万キロ)

ＪＲ（在来線） 7 138 222 2 369 0.61 608.76

ＪＲ（新幹線） 1 1 0.01 147.67

民鉄等 3 1 182 2 206 1 395 0.73 544.41

　大手民鉄 1 116 138 1 256 0.81 316.33

　公営地下鉄等 40 40 0.38 105.35

　新交通・モノレール 0 0.00 19.32

　中小民鉄 2 1 66 2 28 99 0.96 103.40

路面電車 1 1 9 88 3 102 4.29 23.78

合計 1 11 1 329 90 432 3 867 0.65 1,324.61

　　地域鉄道　【再掲】 1 3 1 69 79 18 171 1.93 88.58

　　　地域鉄道（鉄道） 2 1 62 2 15 82 1.10 74.32

　　　地域鉄道（軌道） 1 1 7 77 3 89 6.24 14.25
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３ インシデントに関する事項 

 

３．１ インシデント報告件数 

 

○インシデント（運転事故が発生するおそれがあると認められる事態）は、その情報を広く共

有することが運転事故の防止に有効であることから、平成１３年１０月から鉄軌道事業者か

ら国へ報告され、国から全国の鉄軌道事業者に情報提供されています。 

○平成２３年度に発生したインシデントは９２件で、このうち２件（２．１％）が運輸安全委員会

の調査対象16となりました。 

 

図１５：インシデント発生件数の推移 

                                         
16

 運輸安全委員会では、鉄道重大事故鉄道重大インシデント（鉄道事故の兆候）についても調査し、報

告書を公表しています。（http://www.mlit.go.jp/jtsb/index.html） 
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４ 輸送障害に関する事項 
 

４．１ 輸送障害の発生状況 

(1) 輸送障害件数の推移等 

○平成２３年度に発生した輸送障害（列車の運休、旅客列車の３０分以上の遅延等）17は、

５，２８０件で対前年度 3６１件（７．３％）増でした。 

○車両故障、施設故障等による輸送障害（部内原因）は、１，５１８件（２８．８％）で対前年度

１２３件（８．８％）増でした。このうち、車両故障等によるものが８８１件で同１１８件

（１５．５％）増、係員の取扱い誤り等によるものが２７０件で同６４件（３１．１％）増でした。 

○線路内立入り等による輸送障害（部外原因）は、１，８５１件（３５．１％）で対前年度４５件

（２．５％）増でした。このうち、自殺によるものは、６０１件で同２２件（３．５％）減、動物によ

るものは３１２件で同２３件（６．８％）減でした。 

○風水害、雷害や地震などの自然災害による輸送障害（自然災害）は、１，９１１件（３６．２％）

で対前年度１９３件（１１．２％）増でした。なかでも、水害によるものが５７１件で同１０５件

（２２．５％）増、雪害によるものが３６１件で同３４件（１０．４％）増、風害が３３８件で同５７件

（２０．３％）増、震害によるものが１６４件で同２件（１．２％）増でした。 

○なお、運転事故に伴う列車の運休、旅客列車の３０分以上の遅延等があっても、運転事

故との重複計上を避けるため、輸送障害として計上していません。平成２３年度に発生し

た運転事故８６７件のうち５７４件は、列車の運休、旅客列車の３０分以上の遅延等があっ

たものです。 

  

                                         
17 鉄道事業法第１９条に基づき鉄軌道事業者が国へ届け出ます。 
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図１６：輸送障害件数の推移 

① ＪＲ（在来線＋新幹線）と民鉄（鉄道＋軌道）の合計 
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③ ＪＲ(新幹線)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 民鉄(鉄道)  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30

6

18

28
23 20

32
28 26

18
22

13

24 21 20
16 14

53

32

17 19
15 13

27

47

4

3

4

8

9 15

11

11
8

11

12

7

5 9
7 14

10

9

11

16 15

13

29

14

17

9

12

9

21
25

23

23

41

31

22

42

34

36
27 32

33

24

24

25

23 18 27

23 27

33

43

21

31

57 57 58

66

80

65

51

76

54

65

57
59

63

48

86

68

56
52

55

65

68

97

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

S62 63 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

（件）

（年度）

部内原因

部外原因

災害原因

125 114
177 198 240

116

237 225 250
203

282 323
266 306

225 265 297

626

455

265

317

303

344

486

576

141
104

133 116
106

101

122 112
112

133

135
143

158
171

189
205

242

233

260

264

293 298
320

379

347

124
124

156 166
180

150

190 204
225

179

217
208

228

294

293
286

323

333

452

350

304 315

325

351

324

390

342

466 480
526

367

549 541

587

515

634
674 652

771

707
756

862

1,192
1,167

879
914 916

989

1,216

1,247

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

S62 63 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

（件）

（年度）

部内原因

部外原因

災害原因



  

24 

⑤ 民鉄（軌道） 
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(2) 列車走行百万キロ当たりの輸送障害件数の推移 

 

○列車走行百万キロ当たりの輸送障害件数は、輸送障害件数と同様に、平成１８年度から 

減少傾向にありましたが、平成２３年度は４．０件で対前年度０．３件（８．１％）増でした。 

 

図１７：列車走行百万キロ当たりの輸送障害件数 
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４．２ 事業者区分別の輸送障害件数 

 

○平成２３年度における事業者区分別の輸送障害件数は、表４のとおりです。 

 
表４：事業者区分別の輸送障害件数（平成２３年度） 

                                                             （件） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１  「大手民鉄」は、東京地下鉄（株）を除く１５社です。 

※２  「公営地下鉄等」は、東京地下鉄（株）を含みます。 

※３  「中小鉄道」は、準大手鉄道事業者を含みます。 

 

鉄道
係員

車両
鉄道
施設

小計
走行百
万ｷﾛ
当たり

合計
走行百
万ｷﾛ
当たり

ＪＲ（在来線） 222 642 255 1,119 1.8 1,473 1,270 3,862 6.3 608.8

ＪＲ（新幹線） 6 17 10 33 0.2 17 47 97 0.7 147.7

民鉄等 39 189 97 325 0.6 347 578 1,250 2.3 544.4

　大手民鉄 9 24 27 60 0.2 224 72 356 1.1 316.3

　公営地下鉄等 7 7 9 23 0.2 34 9 66 0.6 105.4

　新交通・モノレール 1 11 7 19 1.0 3 23 45 2.3 19.3

　中小民鉄 22 147 54 223 2.2 86 474 783 7.6 103.4

路面電車 3 33 5 41 1.7 14 16 71 3.0 23.8

合計 270 881 367 1,518 1.0 1,851 1,911 5,280 4.0 1,324.6

 　　　　　　　　原　因

事業者区分

列車走行ｷﾛ
(百万キロ)

部外
原因

災害
原因

部内原因
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５ 輸送の安全にかかわる行政指導等に関する事項 

 

５．１ 事故等の報告に基づく行政指導の実施状況 

 

○国土交通省は、鉄軌道事業者に対して、重大な事故が発生した場合や、社会的な影響

の大きい輸送障害が発生した場合等には、輸送の安全の確保等のため、事故等の報告

に基づいて事故等の原因の究明や再発防止を求める等の行政指導を行っています。 

○平成２３年度は、１５の鉄軌道事業者に対して文書による行政指導を計２２件行い、改善

を求めました。 

 

表５：事故等の報告に基づく行政指導の実施状況（平成２３年度） 
 

事 業 者 行 政 指 導 の 概 要 文書発出日

Ｊ Ｒ 西 日 本 
運転士の執務の厳正について（奈良線走行中における私用の

ための携帯電話使用） 
H23. 4. 7

Ｊ Ｒ 北 海 道 
鉄道輸送の安全確保について（警告）（石勝

せきしょう

線清風山
せいふうざん

信号場にお

ける列車脱線事故） 
H23. 5.28

西日本鉄道 
輸送の安全確保について（警告）（車両不具合による乗客が負

傷した人身障害事故） 
H23. 6.17

天竜浜名湖

鉄 道 

鉄道輸送の安全確保について（運転取扱い誤りによる信号冒

進、踏切無しゃ断） 
H23. 6.21

Ｊ Ｒ 西 日 本 
鉄道輸送の安全確保について（警告）（車両の整備ミスによる

高速度超過） 
H23. 6.21

東京地下鉄 
運転士の執務の厳正について（警告）（半蔵門

はんぞうもん

線走行中におけ

る私用のための携帯電話多数回使用） 
H23. 6.23

Ｊ Ｒ 九 州 
輸送の安全確保について（警告）（豊肥線における内燃動車の

推進軸落下） 
H23. 8. 3

北 近 畿 

タ ン ゴ 鉄 道 

輸送の安全確保について（宮津線における内燃動車の補機駆

動軸落下） 
H23. 8.26

東京地下鉄 
鉄道の安全・安定輸送の確保について（警告）（有楽町線小竹

向原駅における工事中の信号ケーブル切断による輸送障害） 
H23.10. 4

阪 急 電 鉄 
運転士の執務の厳正について（宝塚線走行中における私用の

ための携帯電話使用） 
H23.10.14

Ｊ Ｒ 東 海 
運転士の執務の厳正について（東海道新幹線走行中における

私用のための携帯電話使用） 
H23.12. 1

東京地下鉄 
作業時における安全の確保について（警告）（有楽町線豊洲駅

における工事中の作業員死傷及びこれによる輸送障害） 
H23.12. 7

Ｊ Ｒ 貨 物 
鉄道の安全輸送の確保について（警告）（東海道線岐阜貨物タ

ーミナル駅構内における列車脱線事故） 
H23.12.28
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富 山 

地 方 鉄 道 

鉄道輸送の安全確保について（警告）（立山線立山駅における

列車火災事故） 
H24. 1. 4

Ｊ Ｒ 四 国 
鉄道の安全・安定輸送の確保について（警告）（本四備讃線に

おける車両故障による輸送障害） 
H24. 1.17

阪 急 電 鉄 
鉄道輸送の安全確保について（神戸線及び宝塚線における信

号冒進） 
H24. 1.18

長 崎 

電 気 軌 道 

輸送の安全確保について（警告）（市民病院前停留場～大浦海

岸通停留場間における道路障害事故） 
H24. 2. 5

Ｊ Ｒ 貨 物 
輸送の安全確保について（警告）（石勝線東追分駅における列

車脱線事故） 
H24. 2.17

大 阪 市 

交 通 局 

鉄道の安全・安定輸送の確保について（御堂筋線梅田駅にお

ける火災） 
H24. 2.22

Ｊ Ｒ 北 海 道 
輸送の安全確保について（警告）（函館線八雲駅における列車

脱線事故） 
H24. 3. 1

Ｊ Ｒ 北 海 道 
輸送の安全確保について（警告）（留萌線箸別駅～増毛

ま し け

駅間に

おける列車脱線事故） 
H24. 3. 8

Ｊ Ｒ 東 日 本 
運転士の執務の厳正について（警告）（相模線走行中における

私用のための携帯電話使用） 
H24. 3.22
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５．２ 保安監査の実施状況 

 

○国土交通省は、全国２０５鉄軌道事業者（平成２４年３月末現在）に対して、輸送の安全を

確保するための取組、施設・車両の管理・保守、運転取扱い等が適切かどうかについて、

保安監査18を行っています。 

○平成２３年度は、計画的保安監査を５４の鉄軌道事業者に対して計６１回実施し、その結

果に基づいて３２の鉄軌道事業者に対して文書による行政指導を計３２件行い、改善を求

めました。 

○また、計画的な保安監査のほか、重大な事象が発生した場合等、特に必要がある場合に

は、特別保安監査を実施しています。平成２３年度は１事業者に対して実施し、その結果

に基づいて、５．３の表７に記載する事業改善の命令とともに、表６に掲げる文書による行

政指導を行い、改善を求めました。 

 

表６：特別保安監査結果に基づく行政指導の実施状況（平成２３年度） 
 

事業者 概   要 文書発出日

JR 北海道 

１．減速機吊りピン取付けナットの締め付け力の管理が一部区所で実

施されていないこと、推進軸について探傷検査等の一部が実施され

ていないことなどが認められたので、車両整備マニュアルに具体的

な検査の方法を明確に記載するとともに、当該マニュアルに基づき、

検査の実施、記録を確実に行うこと。 

２．同型式の他車両において、減速機吊りピン脱出止め割ピンの異常

摩耗が認められたので、当該部位の構造や検査方法を改善するこ

と。 

３．減速器吊りピン取付け部の、ナットのゆるみに対する増し締めを行

った実績が車両保守管理システムに多数蓄積されていたが、当該シ

ステムが活用されていなかったことから、車両の不具合については、

車両保守管理システムを確認、分析するとともに、外部委託作業の

情報等を総合的に活用するなどして、リスク管理を適切に行うこと。 

４．１．から３．までを適確に実施できるよう、責任者や担当部署の役割

を明確化し、技術管理体制の確立・強化を図ること。 

５．石勝線の列車脱線火災事故のほか、６月８日の居眠り運転、同月

１４日から１６日にかけての不正な信号の現示等、事故等が相次い

でいることから、社内の安全管理体制を徹底的に見直し、必要とされ

る措置を早急に講ずること。 

H23. 6.18

 

  

                                         
18 保安監査は、鉄道事業法第５６条の規定等に基づく立入検査です。 
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５．３ 鉄道事業法及び軌道法に基づく行政処分（事業改善の命令） 

 

○国土交通省は、鉄軌道事業について輸送の安全、利用者の利便その他公共の利益を阻

害している事実があると認めるときは、鉄道事業法第２３条に基づき、鉄軌道事業者に対

して事業改善の命令を発しています。 

○平成２３年度は輸送の安全等に関する事業改善の命令を１件発しました。 

 

表７：鉄道事業法に基づく事業改善の命令の発出状況(平成２３年度） 
 

事業者 概   要 文書発出日

JR 北海道 

平成２３年５月２７日の石勝線における列車脱線火災事故の発生を

踏まえ、同月２９日から６月９日まで貴社に対して保安監査を実施した。

この事故は、列車が高速走行中に車両部品が落下し、脱線、火災に

至ったものであり、また、トンネル内で停止した列車からの旅客の避難

誘導が遅れたこと等により、多数の旅客が負傷する等の重大な被害を

生じたものである。 

監査の結果、貴社においては、異常時における運転士、車掌及び

指令員の対応マニュアル等が多数作成されており、これらについて、

旅客の避難誘導の手順、車掌による非常ブレーキ操作等に関し、齟齬

や不適切なところが認められた。このような状況は、異常時における対

応に混乱を生ずる等により、旅客の安全を脅かす危険性があり、輸送

の安全を阻害している。 

このため、旅客の安全を 優先とする観点から、迅速かつ適切な避

難誘導等ができるよう、異常時の対応マニュアル等を整合性のある適

切なものに見直し、それに基づく実態に則した教育訓練を実施するこ

とについて、鉄道事業法第２３条第１項の規定に基づき、速やかに改

善措置を講ずるよう命令する。 

講じた措置については、平成２３年９月１７日までに報告されたい。 

H23. 6.18
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５．４ 事故等の再発防止のための行政指導 

 

○国土交通省は、事故等の再発防止を図るため、当該事故等を発生させた事業者のみな

らず、必要に応じて関係する全国の鉄軌道事業者に対しても、安全確保のための行政指

導を行っています。 

○平成２３年度は文書による行政指導を３件行いました。 

 

表８：事故等の再発防止のための行政指導の実施状況（平成２３年度） 

指 導 の 概 要 発 出 日 

内燃動車等の動力伝達装置の推進軸等の緊急点検について H23.  5 .29 

列車事故の対応マニュアルの点検等について H23.  6 .  3 

内燃動車等の車両整備の実施状況に係る緊急点検について H23.  6 .18 

 

５．５ 踏切道改良勧告の発出状況 

 

○国土交通省は、鉄道事業者及び道路管理者又は鉄道事業者が正当な理由がなく立体

交差化計画等に従って踏切道の改良を実施していないと認めるとき、踏切道改良促進法

に基づき、当該踏切道の改良を実施すべきことを勧告することができます。 

○平成２３年度に発出された勧告はありません19。 

 

５．６ 運輸安全マネジメント評価の実施状況 

 

○国土交通省は、鉄軌道事業者に対して、経営トップや安全統括管理者等の経営管理部

門が行う安全管理体制への取組状況について評価し、更なる輸送の安全の確保に資す

る改善方策等の助言を行う「運輸安全マネジメント評価」20を実施しています。 

○平成２３年度は、５１の鉄軌道事業者に対して、５１回の運輸安全マネジメント評価を行い

ました。 

 

                                         
19 踏切道の改良に向けた取り組みについては、「７．１ 踏切保安設備の整備状況」を参考にしてくださ

い。 
20 運輸安全マネジメント評価の詳細については、運輸安全に関するホームページ

http://www.mlit.go.jp/unyuanzen/index.html を御覧ください。 
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６ 輸送の安全にかかわる設備投資等に関する事項 

 

６．１ 安全関連設備投資・修繕費の状況 

 

○鉄軌道事業においては、輸送の安全の確保に加え、サービス向上や輸送力増強等のた

め設備や車両の保守、更新、その他改良等を総合的に行う必要があります。 

○鉄道事業等報告規則に基づき提出される事業報告書等を参考に、各事業者が行ってい

る安全関連設備投資及び修繕費を集計したところ、平成２３年度の安全関連設備投資は

鉄軌道事業者全体で約７，０１７億円で対前年度約１億円（０．０１％）減、施設・車両の修

繕費は約７，６９３億円で対前年度約５０６億円（７．０％）増でした。 

○安全関連設備投資の内容は、老朽設備の取替え、保安・防災のための対策、安定輸送

のための対策、安全性を向上させた車両の導入や改造などです。地震対策、落石等の防

止対策、自動列車停止装置（ＡＴＳ）等の設置、踏切道の保安対策、ホームの安全対策な

どが進められています。 

○施設・車両の修繕費とは、線路施設、電路施設、車両などの維持管理のための修繕費用

です。 

 

表９：安全関連設備投資・修繕費の状況（平成２４年度） 
（百万円） 

事業者区分 
鉄道事業 
設備投資 

① 

安全関連
設備投資

② 

施設・車両
の修繕費

③ 

鉄道事業
営業収入

④ 

鉄道事業 
固定資産 

⑤ 

安全投資 
比率 

②／④ 

修繕費
比率 

③／⑤

ＪＲ 895,623 414,117 590,457 4,300,846 10,848,262 9.6% 5.4%

大手民鉄 236,334 164,434 82,728 1,264,536 5,170,569 13.0% 1.6%

公営地下鉄等 175,264 75,472 51,244 851,208 7,033,722 8.9% 0.7%

新交通・モノレール 51,778 31,690 16,108 228,783 1,575,235 13.9% 1.0%

中小民鉄 44,478 32,488 31,673 299,159 2,676,210 10.9% 1.2%

路面電車 5,683 3,804 2,941 24,463 63,776 15.6% 4.6%

合計 1,370,988 701,723 769,306 6,816,403 26,159,774 10.3% 2.9%
 
注１：「施設・車両の修繕費」は、線路保存費・電路保存費・車両保存費のうちの修繕費の和である。  
注２：安全関連設備投資は、事業者によって集計方法が一部異なります。  
注３：「中小民鉄」と「路面電車」の両者に該当する事業者の一部について、「鉄道事業設備投資」

等が両者に区分されていないため、それらを「中小民鉄」と「路面電車」とに重複して計上して
いるが、「合計」はこの重複分を除いている。 
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＜鉄道事業者の設備投資の仕訳（分類）について＞ 

一般に鉄軌道における設備投資は、輸送の安全確保のほか、サービスの向上、輸送力

増強、業務の効率化など複数の目的を持って行われます。（例えば、踏切道の立体交差化

は、踏切障害事故を減少させる安全性向上という目的に加え、列車の定時性を高める安定

輸送対策や、スピードアップによるサービス水準や輸送力の向上といった目的も併せ持って

実施されています。） 

このため、ある設備投資から安全に関係している分を切り出して集計することは現実的で

はありません。 

したがって、上記のデータは事業者毎に仕訳が異なる部分があり、また、安全関連設備

投資には輸送の安全の確保と同時に他の目的を達成するために行われたものも含まれて

いる場合があります。 
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７ 輸送の安全にかかわる施設等に関する事項 

 

７．１ 踏切保安設備の整備状況 

 

(1) 踏切道数の推移 

 

○平成２３年度において、２．１(3)に記述したとおり踏切事故は運転事故の３８．２％を、また

踏切事故による死亡者は運転事故による死亡者の３７．９％をそれぞれ占めており、踏切

事故防止は鉄道の安全確保上、極めて重要なものとなっています。 

○踏切事故件数は、立体交差化や統廃合による踏切道数の減少や第１種踏切道への改良

等の踏切保安設備の整備等により、年々減少しています。 

○これまで踏切保安設備の整備が着実に進められてきた結果、現在では踏切道の８８％が

第１種踏切道となっています。また、踏切遮断機等の設備のない第３種踏切道及び第４

種踏切道は、年々減少していますが、平成２３年度末においてそれぞれ８４１箇所及び

３，１３８箇所残っており、２．３(2)に記述したとおり同年度に踏切事故がそれぞれ１１件（踏

切事故全３３１件の３．３％）及び４３件（同１３．０％）発生しています。 

 

図１８：踏切道数と踏切事故件数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 横軸、Ｈ１７以降は１年間隔であるが、Ｓ３５～Ｈ１７は５年間隔である。 
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表１０：踏切種別別の踏切道数の推移           （箇所） 

年 度 第 １ 種 第 ３ 種 第 ４ 種 合 計 

平成 19 年度 30,027 （87％) 992 (3％) 3,528 (10％) 34,547 

平成 20 年度  29,900 (87％) 947 (3％) 3,405 (10％) 34,252 

平成 21 年度  29,930 (88％) 907 (3％) 3,305 (10％) 34,142 

平成 22 年度  29,967 (88％) 861 (3％) 3,230 (9％) 34,058 

平成 23 年度  29,988 (88％) 841 (2％) 3,138 (9％) 33,967 

注１：（ ）内は構成比を示す。四捨五入しているため、その和が１００％となっていない年度がある。 
 
注２：兼掌踏切（複数の事業者の鉄道線路をまたぐ踏切道）は１箇所として計上している。 
 
注３：上記踏切道数は、各年度末のものである。 

 

第１種踏切道：自動踏切遮断機を設置するか又は踏切保安係を配置して、踏切道を通過するすべての

列車又は車両に対し、遮断機を閉じ道路を遮断するもの（終発の列車から始発の列車ま

での時間内に踏切道を通過する車両に対し、遮断しない場合があるものを含む。） 
 
第２種踏切道：踏切保安係を配置して、踏切道を通過する一定時間内における列車又は車両に対し、遮

断機を閉じ道路を遮断するもの（現在設置されているものはない。） 
 
第３種踏切道：警報機が設置されているが、遮断機が設置されていない踏切道 
 
第４種踏切道：遮断機も警報機も設置されていない踏切道 

 

(2) 踏切保安設備の整備等による安全対策の実績 

○踏切道の立体交差化や構造改良、また踏切遮断機や踏切警報機などの踏切保安設備

の整備等の安全対策が進められています。 

 

              表１１：立体交差化等を行った踏切道数の推移    （箇所） 

年 度 立体交差化 構 造 改 良 遮断機・警報機 

平成 19 年度 81 319 54 

平成 20 年度 58 327  75 

平成 21 年度 37 289 101 

平成 22 年度 29 325  79 

平成 23 年度 42 195 74 

「立 体 交 差 化 」：連続立体交差化又は単独立体交差化により除却された踏切道数 

「 構 造 改 良 」：踏切道における道路幅員の拡幅や、歩道の設置などの整備を行った踏切道数 

「遮断機・警報機」：第３種、第４種踏切道に踏切遮断機や踏切警報機を設置した踏切道数 
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(3) 事業者区分別の踏切道数等 

 

○事業者区分別の踏切道数及び踏切支障報知装置設置踏切道数は、表１２のとおりです。 

 

表１２：事業者区分別・踏切種別別の踏切道数（平成２４年３月末現在）  （箇所） 

事業者区分 第 １ 種 第 ３ 種 第 ４ 種 合 計 
踏 切 支 障
報 知 装 置

ＪＲ（在来線） 18,671 573 1,772 21,016 14,540 

民鉄等 10,920 247 1,327 12,494 6,990 

大手民鉄 5,692 51 14 5,757 5,094 

公営地下鉄等 1 0 0 1 1 

中小民鉄 5,227 196 1,313 6,736 1,895 

路面電車 397 21 39 457 122 

踏切支障報知装置：踏切道内で自動車の脱輪やエンスト等により踏切道が支障した場合、踏切支

障押しボタン等の手動操作又は踏切障害物検知装置による自動検知により、

踏切道に接近する列車に危険を報知するための装置 
 

※１  「大手民鉄」は、東京地下鉄（株）を除く１５社です。 

※２  「公営地下鉄等」は、東京地下鉄（株）を含みます。 

※３  「中小鉄道」は、準大手鉄道事業者を含みます。 

【参考】 踏切道の改良イメージ 

横断歩道橋等の整備

構造改良
(歩道拡幅等)

踏切保安設備

連続立体交差事業

（交通の転換）

（既存踏切道の除却）

新設立体交差事業

構造改良（歩道拡幅等）

横断歩道橋等の整備

単独立体交差事業

（既存踏切道の除却）

踏切保安設備
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７．２ 自動列車停止装置等の整備状況 

 

(1) 事業者区分別の自動列車停止装置等の整備状況  

 

○事業者区分別の自動列車停止装置（ＡＴＳ）等の整備状況は、表１２のとおりです。 

 

表１３：自動列車停止装置等の整備状況（平成２４年３月末現在） 

事業者区分 
営業キロ 

（km） 

設置キロ（km） 設置率 
（％） ATS ATC 

ＪＲ（在来線） 17,505.8 17,237.5 268.3 100％ 

ＪＲ（新幹線） 2,620.2 0.0 2,620.2 100％ 

民鉄等 7,131.3 5,929.2 1,202.1 100％ 

大手民鉄 2,671.6 2,506.8 164.8 100％ 

公営地下鉄等 749.6 18.3 731.3 100％ 

中小民鉄 3,710.1 3,404.1 306.0 100％ 

合  計 27,257.3 23,166.7 4,090.6 100％ 

※１ この表中の数値は、次の装置の整備状況を示したものです。 
 

   自動列車停止装置（ＡＴＳ）：信号に応じて、自動的に列車を減速又は停止させる装置 
 

   自動列車制御装置（ＡＴＣ）：列車と進路上の他の列車等との間隔及び線路の条件に応じ、連続し

て制御を行うことにより、自動的に当該列車を減速又は停止させる装置 
 

※２ 「大手民鉄」は、東京地下鉄（株）を除く１５社です。 
 

※３ 「公営地下鉄等」は、東京地下鉄（株）を含みます。 
 

※４ 「中小鉄道」は、準大手鉄道事業者を含みます。 
 

※５ 鋼索鉄道、路面電車、無軌条電車及び貨物鉄道を除いています。 
 

※６ 東京都上野公園モノレール、スカイレールサービス（モノレール）及び名古屋ガイドウェイバス（新交

通）を除いています。 
 

※７ 同時に２以上の列車が運行しないため列車同士の衝突が発生しない等、列車の安全な運転に支

障を及ぼすおそれがないため設置を義務づけていない線区を除いています。 
 

※８ 第２種鉄道事業者を除いています。 
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７．３ 技術基準改正に伴う施設等の整備状況 
 

○ＪＲ西日本福知山線列車脱線事故（平成１７年４月２５日）を受け設置した「技術基準検討

委員会」の「中間とりまとめ」（平成１７年１１月２９日）を踏まえ、「鉄道に関する技術上の基

準を定める省令」等の一部を改正し、平成１８年７月１日に施行しました。 

○この改正により、曲線部等への速度制限機能付き自動列車停止装置（ＡＴＳ）等、運転士

異常時列車停止装置、運転状況記録装置の設置を新たに義務づけるとともに、運転速

度が１００ｋｍ／ｈを超える線区の施設若しくはその線区を走行する車両、又は１時間の運

行本数が往復計１０本以上の線区の施設若しくはその線区を走行する車両については、

曲線部等への速度制限機能付きＡＴＳ等、運転士異常時列車停止装置、運転状況記録

装置を１０年以内に整備するよう義務づけています。 

○また、１０年以内に整備することを義務づけているもののうち、運転速度が１００ｋｍ／ｈを

超え、かつ１時間の運行本数が往復計１０本以上の線区の施設若しくはその線区を走行

する車両については、曲線部等への速度制限機能付きＡＴＳ等及び運転士異常時列車

停止装置を、運転速度が１００ｋｍ／ｈを超える車両については運転状況記録装置を、そ

れぞれ５年以内で整備を行うよう指導していましたが、全て整備が完了しています。 
 

表１４：技術基準改正に伴う施設等の整備状況の推移 

 
整 備 率（％） 

平成 21 年 3 月末 平成 22 年 3 月末 平成 23 年 3 月末 平成 24 月 3 月末

速度制限機能付き  

Ａ Ｔ Ｓ 等 

曲線部 86 89 93 97 

分岐部 45 53 61 70 

終端部 87 89 91 94 

運転士異常時列車停止装置 71 80 90 94 

運 転 状 況 記 録 装 置 53 64 75 85 

発報信号設備の自動給電設備 70 83 96 100 

※ 特に危険性の高い急曲線における速度制限機能付きＡＴＳ等の緊急整備については、平成１９年３

月末までに対象の２６４箇所全て完了しています。 
 
速 度 制 限 機 能 付 きＡＴＳ等：従来の自動列車停止装置に、曲線、分岐器、線路終端、その他重大

な事故が発生するおそれのある箇所への速度を制限するための速度

制限機能を付加した装置 
 
運転士異常時列車停止装置：運転士の異常時に列車を自動的に停止させる装置 
 
運 転 状 況 記 録 装 置：列車の速度やブレーキの動作状況等の運転状況を記録する装置 
 
発報信号設備の自動給電設備：列車衝突等の事故時においても発報信号設備（他の列車を停止させ

るための信号を発報する設備）の機能が維持されるよう自動的に別電

源から給電する等の対策がなされた設備 
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用語の説明 
 

用 語 説     明 

運 転 事 故 
列車衝突事故、列車脱線事故、列車火災事故、踏切障害事故、道路障害事

故、鉄道人身障害事故及び鉄道物損事故をいう。〔＊〕 

列車衝突事故 
列車が他の列車又は車両と衝突し、又は接触した事故。本文中では、軌道にお

ける車両衝突事故を含む。 〔＊〕 

列車脱線事故 列車が脱線した事故。本文中では、軌道における車両脱線事故を含む。 〔＊〕 

列車火災事故 
列車に火災が生じた事故。本文中では、軌道における車両火災事故を含む。

〔＊〕 

踏切障害事故 
踏切道において、列車又は車両が道路を通行する人又は車両等と衝突し、又

は接触した事故 〔＊〕 

道路障害事故 
踏切道以外の道路において、列車又は車両が道路を通行する人又は車両等と

衝突し、又は接触した事故 〔＊〕 

鉄 道 人 身

障 害 事 故 

列車又は車両の運転により人の死傷を生じた事故（上記の５種類の事故に伴う

ものを除く。）〔＊〕 

鉄道物損事故 
列車又は車両の運転により５００万円以上の物損を生じた事故（上記の６種類の

事故に伴うものを除く。）〔＊〕 

列 車 事 故 

列車衝突事故（軌道における車両衝突事故を含む。）、列車脱線事故（軌道に

おける車両脱線事故を含む。）及び列車火災事故（軌道における車両火災事故

を含む。）をいう。 

踏 切 事 故 
踏切障害に伴う列車衝突事故、列車脱線事故及び列車火災事故並びに踏切

障害事故をいう。 

輸 送 障 害 

鉄道による輸送に障害を生じた事態（列車の運転を休止したもの又は旅客列車

にあっては３０分（旅客列車以外にあっては１時間）以上遅延を生じたもの）であ

って、鉄道運転事故以外のもの。〔＊〕 

イ ン シ デ ン ト 

鉄道運転事故が発生するおそれがあると認められる事態。（例えば、踏切の遮

断機が作動しない、列車走行中に客室の乗降用扉が開くなどの事態。いわゆる

ヒヤリ・ハットのような軽微なものは含まない。）〔＊〕 

閉 そ く 違 反 
インシデントの分類のひとつ。閉そくの取扱いを完了しないうちに、当該閉そく区

間を運転する目的で列車が走行した事態。 

信 号 違 反 

インシデントの分類のひとつ。列車の進路に支障があるにもかかわらず、当該列

車に進行を指示する信号が現示された事態又は列車に進行を指示する信号を

現示中に当該列車の進路が支障された事態。 

信 号 冒 進 
インシデントの分類のひとつ。列車が停止信号を冒進し、当該列車が本線にお

ける他の列車又は車両の進路を支障した事態。 

本 線 逸 走 
インシデントの分類のひとつ。列車又は車両が停車場間の本線を逸走した事

態。 

工 事 違 反 
インシデントの分類のひとつ。列車の運転を停止して行うべき工事又は保守の作

業中に、列車が当該作業をしている区間を走行した事態。 
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用 語 説     明 

車 両 脱 線 

インシデントの分類のひとつ。車両が脱線した事態であって次に掲げるもの。 

イ 本線において車両が脱線したもの 

ロ 側線において車両が脱線し、本線を支障したもの 

ハ 側線において車両が脱線したものであって、側線に特有の施設又は取扱い

以外に原因があると認められるもの 

施 設 障 害 
インシデントの分類のひとつ。鉄道線路、運転保安設備等に列車の運転の安全

に支障を及ぼす故障、損傷、破壊等が生じた事態。 

車 両 障 害 

インシデントの分類のひとつ。車両の走行装置、ブレーキ装置、電気装置、連結

装置、運転保安設備等に列車の運転の安全に支障を及ぼす故障、損傷、破壊

等が生じた事態。 

危険物漏えい 
インシデントの分類のひとつ。列車又は車両から危険品、火薬類等が著しく漏え

いした事態。 

保 安 監 査 

鉄道事業等監査規則（昭和６２年３月２日運輸省令第１２号）に基づき、輸送の安

全を確保するための取組が適切であるかどうか、施設及び車両の管理及び保守

並びに運転取扱いが適切であるかどうか等について行う監査をいう。 

第１種踏切道 

自動踏切遮断機を設置するか又は踏切保安係を配置して、踏切道を通過するすべ

ての列車又は車両に対し、遮断機を閉じ道路を遮断する踏切道（終発の列車から始

発の列車までの時間内に踏切道を通過する車両に対し、遮断しない場合があるもの

を含む。） 

第２種踏切道 
踏切保安係を配置して、踏切道を通過する一定時間内における列車又は車両に対

し、遮断機を閉じ道路を遮断する踏切道（現在設置されているものはない。） 

第３種踏切道 警報機が設置されているが、遮断機が設置されていない踏切道 

第４種踏切道 遮断機も警報機も設置されていない踏切道 

注） 詳細については、事故種類等に関しては「鉄道事故等報告規則」、「軌道事故等報告規則」を、踏切道

の種別に関しては「鉄道事業等報告規則」（第９号表の備考）を、それぞれ御覧ください。 

 


